
 

業 務 等 委 託 契 約 書（案） 

１委託業務名 吹田市第３次総合計画基本計画見直し支援委託業務 

２場 所        吹    田    市 

           平成 ２３ 年    月    日  か ら 

３履行期間    

           平成 ２４ 年  ３ 月 ３１ 日  ま で 

４業 務委託料                           円 

 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額             円） 

５契約保証金     □ 金                 円       □ 免  除 

６適用除外条項        第3条  

 

 上記の委託業務について、委託者吹田市を甲とし、受託者○○○株式会社△△△支店を乙と

し、次の条項によって委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 （総則） 

第１条 乙は、別冊の設計書、図面及び仕様書（以下「設計書等」という。）に基づき、頭書の業

務委託料（以下「業務委託料」という。）をもって、頭書の履行期間（以下「履行期間」とい

う。）内に、頭書の委託業務（以下「委託業務」という。）を完了しなければならない。 

２ 前項の設計書等に明記されていない仕様がある時は、甲乙協議して定める。 

 （法令上の責任） 

第２条 乙は、この委託業務の履行にあたり、労働基準法、労働安全衛生法その他関係法令を遵守

しなければならない。 

 

 （契約保証） 

第３条 乙は、この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約を締

   



 

結し、直ちにその保険証券を甲に寄託しなければならない。 

２ 前項の保険契約における保険金額は、業務委託料の 100分の5以上としなければならない。 

ただし、甲が特に必要があると認めたときは、この限りではない。 

 （権利義務の譲渡等） 

第４条 本契約によって生ずる乙の権利又は義務は、第三者にこれを譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 （一括委任等の禁止） 

第５条 乙は、委託業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請負わせてはならない。 

２ 乙は、委託業務の一部を第三者に委任し、又は請負わせようとするときは、あらかじめ、甲の

承諾を得なければならない。 

３ 乙は、前項の承諾を得たときは、受任者又は下請負人の商号又は名称その他必要な事項を甲に

通知しなければならない。 

４ 乙は、入札参加除外（吹田市建設工事等暴力団対策措置要領（平成２２年１月１日制定）第３

条に規定する入札参加除外をいう。）の措置を受けている者及び第１６条の３第１項各号に該当

する者を受任者又は下請負人としてはならない。 

５ 乙が前項の規定に反して委託業務の一部を第三者に委任し、又は請負わせたときは、甲は乙に

対して、当該契約の解除を求めることができる。 

６ 前項の規定により契約の解除を行った場合の一切の責任は、乙が負うものとする。 

 （特許権等の使用） 

第６条 乙は、この委託業務の履行について特許権その他第三者の権利の対象となっている履行方

法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 （現場代理人） 

第７条 乙は、現場代理人を定め、書面により甲に通知しなければならない。 

２ 乙又は現場代理人は、甲の指示に従い委託業務に関する一切の事項を処理しなければならない。 

３ 甲は、乙の現場代理人について、委託業務の実施又は管理について著しく不適当と認めるとき

は、乙に対しその理由を明示してその交替を求めることができる。 

 （委託業務の調査等） 

第８条 甲は、必要と認めるときは乙に対して委託業務の処理状況につき、調査をし、又は報告を

求めることができる。 

 （業務内容の変更等） 

   



 

第９条 甲は、必要がある場合には委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止することが

できる。この場合において、業務委託料又は履行期間を変更する必要があるときは、甲乙協議し

て書面によりこれを定める。 

 （履行期間の延長） 

第１０条 乙は、その責に帰することができない理由により、履行期間内に委託業務を完了するこ

とができないことが明らかになったときは、甲に対し遅滞なくその理由を付して書面により履行

期間の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は甲乙協議して定める。 

 （業務の処理に関して生じた損害の負担） 

第１１条 委託業務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、乙が負担す

るものとする。ただし、その損害が甲の責に帰する理由により生じたときはこの限りでない。 

 （履行遅滞の場合における延滞金） 

第１２条 乙の責に帰する理由により、履行期間内に委託業務を完了することができない場合にお

いて、履行期間経過後甲が相当と認める期間内に完了する見込みがあるときは、甲は延滞金を徴

収して履行期間を延長することができる。 

２ 前項に規定する延滞金の額は、業務委託料に対して、吹田市財務規則に定める割合で計算して

得た額とする。 

 （検査及び引渡し） 

第１３条 乙は、委託業務を完了したときは、遅滞なく甲に対して受託業務完了届とともに成果品

一切を提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の受託業務完了届を受理したときは、その日から10日以内に成果品について検査を

行わなければならない。 

３ 乙は、前項の検査の結果不合格となり、成果品について補正を命ぜられたときは、遅滞なく当

該補正を行い再検査を受けなければならない。この場合においては、補正の完了を業務の完了と

みなして、前各項の規定を準用する。 

４ 乙は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく当該成果品を甲に引き渡さなければならない。 

 （業務委託料の支払） 

第１４条 乙は、前条の規定による検査に合格したときは、甲に対して業務委託料の支払を請求す

るものとする。 

２ 甲は、前項の支払請求があったときは、その日から30日以内に支払わなければならない。 

 （権利の帰属） 

   



 

第１５条 乙から引渡しを受けた成果品に関する権利は一切甲に帰属するものとする。 

 （甲の解除権） 

第１６条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 

 (1) 正当な理由がなく委託業務に着手しないとき。 

 (2) 乙の責に帰する理由により、期間内に委託業務を完了する見込みがないと明らかに認めら

れるとき。 

 (3) 第５条の規定に違反したとき。 

 (4) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その契約の違反により契約の目的を達す

ることができないと認められるとき。 

(5)  第１７条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

第１６条の２ 甲は、この契約に関し、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解

除することができる。 

(1)  公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律(昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条第１項に規定す

る排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合にあっては、同法第５０条第１項に規定

する納付命令）又は同法第６６条第４項の規定による審決が確定したとき（独占禁止法第７７

条の規定により、この審決の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。 

(2) 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があったとして行った審決に対し、独占禁止法第 

７７条の規定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却下の判

決が確定したとき。 

(3) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４０年法律第 

４５号）第９６条の３又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 

第１６条の３ 甲は乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。 

 (1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその法人の役員又は

その支店若しくは営業所（請負契約を締結する事務所をいう。）を代表するものをいう。）が

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であ

ると認められるとき。 

(2) 暴力団関係者が顧問に就任するなど事実上、経営に参加していると認められるとき。 

   



 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団関係者を利用するなどしているとき。 

 (4) 役員等がいかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団関係者に対して、金

銭、物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

(6) 役員等が暴力団関係者を使用人として相当の地位に就け、又は代理人として選任している

とき。 

(7) 下請契約等に当たり、その契約の相手方が第１号から前号に規定する行為を行う者である

と知りながら、当該契約の相手方と契約を締結したと認められるとき。 

第１６条の４ 甲は、委託業務が完了するまでの間は、第１６条、第１６条の２及び前条の規定に

よるほか、必要があるときは、契約を解除することができる。 

２ 前項又は次条の規定により、契約が解除された場合において、乙が既に委託業務を完了した部

分があるときは、甲は、その部分に相応する業務委託料を乙に支払うものとする。 

（乙の解除権）  

第１７条 乙は、次の各号の一に該当するときは、甲と協議のうえ契約を解除することができる。 

 (1) 第９条の規定により委託業務内容を変更したため頭書の業務委託料が３分の２以上減少し

たとき。 

 (2) 甲が契約に違反し、その違反によって委託業務を完了することが不可能となるに至ったと

き。 

（談合等不正行為があった場合の賠償額の予定等） 

第１８条 乙が、この契約に関して、第１６条の２各号のいずれかに該当したときは、甲が契約を

解除するか否かを問わず、乙は、賠償金として、業務委託料の１００分の１０に相当する額

を甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、次の各号に掲げる場合は、この

限りでない。 

(1) 第１６条の２第１号及び第２号のうち、審決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９

項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６項で

規定する不当廉売の場合、その他、金銭的損害が生じないことを乙が立証し、甲が認める場合。 

(2) 第１６条の２第３号のうち、乙について刑法第１９８条の規定による刑が確定した場合

（乙について刑法第９６条の３の規定にも該当するとして刑が確定した場合を除く。）。 

   



 

２  前項の規定は、この契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

３  第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える場合において、

甲がその超える分について乙に対し賠償を請求することを妨げるものではない。  

 （違約金） 

第１９条 甲が第１６条、第１６条の２又は第１６条の３の規定に基づき契約を解除した場合にお

いては、乙は、業務委託料の１００分の５に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支

払わなければならない。 

２  前項の場合において、契約保証金が納付されているときは、甲は当該保証金をもって違約金に

充当することができる。 

 （違約金等の控除） 

第２０条 乙がこの契約に基づく違約金等を甲の指定する期間内に支払わないときは、甲は業務委

託料のうちからその金額を控除し、なお不足を生ずるときは追徴する。 

 （秘密の保持） 

第２１条 乙は、委託業務の処理上知り得た積算等の秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 乙は成果品（委託業務等の履行過程において得られた記録等を含む。）を他人に閲覧させ、複

写させ、又はその写しを譲渡してはならない。 

 （従業員研修） 

第２２条 乙は、この委託業務に従事させる従業員に、業務内容、接遇、人権啓発及び火災、地震

等の緊急時の対応に関する研修その他業務遂行上必要な研修を行なうものとする。 

 （補則） 

第２３条 この契約書に定めのない事項については吹田市財務規則の定めるところに従い、同規則 

に定めない事項については、甲乙協議して定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 

平成 ２３ 年   月   日 

 

  

委 託 者（甲）  吹 田 市 

 

        代表者   吹田市長   井  上   哲  也 

 

 

受 託 者（乙）                 ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

個人情報取扱特記事項（案） 

 

（基本事項） 

１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない。この

契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（事務従事者への周知） 

３ 乙は、この契約による事務に従事しているものに対して、在職中及び退職後においてもこの契

約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的にしてはなら

ないなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

（適正管理） 

４ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防止その他の

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（収集の制限） 

５ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときには、事務の目的を達成する

ために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

６ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目

的以外の目的のために利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（提供資料の返還義務） 

７ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったと

きは、確実かつ速やかに甲に返還しなければならない。 

（調査） 

８ 甲は、乙が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査

することができる。 

（事故発生時における報告） 

９ 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じる恐れがあることを知ったときは、速やかに

甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

   


